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Ⅰ 調査の概要 

１．調査目的  

  本調査は新潟県産農産品・加工品の認知度や新潟の食イメージの向上に向けて、今後の

県の施策推進の参考とするため、本県の基幹産業である食品産業の動向をアンケート調査

により把握することを目的とする 

 

 

２．調査対象 

（１）調査地域 

新潟県全域 

 

（２）調査対象及び回収状況 

・県内の従業員数３人以上の食品製造企業 ４８６社 

( 株式会社帝国データバンクの企業概要データベースより抽出 ) 

・回収数 ３０４（回収率６２．６％） 

・主たる製造品目別の回答社数 

米菓 餅 製粉・精麦 漬物 菓子 パン 水産加工品 めん 味噌・醤油 豆腐

回答社数 6社 14社 6社 16社 37社 5社 29社 14社 17社 12社

回答割合 2.0％ 4.6％ 2.0％ 5.3％ 12.2％ 1.6％ 9.5％ 4.6％ 5.6％ 3.9％

納豆
缶詰・びん詰
レトルト食品

食肉加工品 乳製品 酒類 飲料 その他 無回答 合計

回答社数 1社 4社 16社 7社 55社 6社 58社 1社 304社

回答割合 0.3％ 1.3％ 5.3％ 2.3％ 18.1％ 2.0％ 19.1％ 0.3％ 100.0％
 

※ 調査対象には個人業者も含まれているが、「社」として表記している 

 

（３）調査期間 

令和元年５月２９日～令和元年６月１４日 

 

（４）調査方法 

アンケート調査票を調査対象先へ郵送配布し、返信用封筒により回収 

 

３．調査受託者  

  一般財団法人 新潟経済社会リサーチセンター 

 

４．その他 

  本報告書の図表内の数値は四捨五入の関係で、合計と内訳が合わない場合がある 
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Ⅱ 調査結果 

１．事業内容について 

（１）主たる製造品目 

 

 

・主たる製造品目を尋ねたところ、「酒類」の回答割合が 18.1％と最も高く、以下「菓子」

(12.2％)、水産加工品(9.5％)、「味噌・醤油」(5.6％)、「漬物」と「食肉加工品」(各5.3％)

などの順となった(図表1-1)。 

・なお、「その他」には「惣菜」や「こんにゃく」「あん」などの回答があった。 

 

 

図表１－１ 主たる製造品目 
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問１ 貴社の主たる製造品目についてご回答ください（〇は１つのみ）。 
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（２）収益向上に向けて、現在、取り組んでいる項目 

 

 

・収益向上に向けて、現在、取り組んでいる項目を尋ねたところ(複数回答)、「商品開発及び

改良」の回答割合が45.7％と最も高く、以下「原材料調達コストの削減」(43.8％)、「製造

工程の改善(39.8％)、「販路拡大(国内)」(38.2％)、「営業力強化」(22.7％)、「衛生管理の

高度化(HACCP等)」(21.1％)などの順となった(図表1-2)。 

 

図表１－２ 収益向上に向けて、現在、取り組んでいる項目(複数回答) 
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無回答

( ｎ＝304 ）
 

   
問２ 収益向上に向けて、現在、取り組んでいる項目をご回答ください（〇は特に重点的に取り

組んでいる項目３つまで）。 
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（３）収益向上に向けて、今後、取り組みたい項目 

 

 

・収益向上に向けて、今後、取り組みたい項目を尋ねたところ(複数回答)、「商品開発及び改

良」の回答割合が40.5％と最も高く、以下「原材料調達コストの削減」(36.2％)、「販路拡

大(国内)」(34.9％)、「製造工程の改善」と「営業力強化」(各 28.0％)、「新しい製造技術

の導入」(22.7％)、「衛生管理の高度化(HACCP等)」(21.1％)などの順となった(図表1-3)。 

 

図表１－３ 収益向上に向けて、今後、取り組みたい項目(複数回答) 
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( ｎ＝304 ）
 

 

   
問３ 収益向上に向けて、今後、取り組みたい項目をご回答ください（〇は特に重点的に取り組

みたい項目３つまで）。 
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・なお、「今後、取り組みたい項目」の回答割合を「現在、取り組んでいる項目」と比較する

と、「新しい製造技術の導入」や「流通改善」「営業力強化」などの項目で、「現在、取り組

んでいる項目」を上回っている(図表1-4)。 

 

図表１－４ 「現在、取り組んでいる項目」と「今後、取り組みたい項目」の比較(複数回答) 
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２．新潟県産農林水産物の使用状況について 

（１）県産農林水産物の使用割合 

 

 

・県産農林水産物の使用割合を尋ねたところ、「１～20％」の回答割合が 33.6％と最も高く、

以下「81～100％」(22.7％)、「０％(使用していない)」(11.8％)、「使用しているが、使用

割合はわからない」(9.9％)、「21～40％」(8.6％)などの順となった(図表2-1)。 
 

図表２－１ 県産農林水産物の使用割合 
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（ ｎ＝304 ）
 

   
問４ 貴社全体で使用する原材料のうち、県産農林水産物の使用割合（年間の使用重量ベース）

をご回答ください（〇は1つのみ）。 
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（２）県産農林水産物の仕入先 

 

 

・県産農林水産物の仕入先を尋ねたところ(複数回答)、「食品商社などの専門商社」(38.4％)

と「農家など生産者との直接契約」(38.0％)の回答割合が特に高かった(図表2-2)。次いで、

「ＪＡグループ」(32.3％)、「卸売市場」(15.2％)などの順となった。 

・なお、「その他」には「同業の組合」や「原材料も自社で生産している」などの回答があった。 

 

図表２－２ 県産農林水産物の仕入先(複数回答) 
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（ ｎ＝263 )
 

  
問５ 問４において県産農林水産物を使用しているとご回答いただいた企業にお尋ねします。県

産農林水産物の仕入先についてご回答ください（〇はいくつでも）。 
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（３）生産拡大を希望する県産農林水産物の有無 

 

 

・生産拡大を希望する県産農林水産物の有無について尋ねたところ、「ある」の回答割合が

31.9％となった一方、「ない」が61.5％となった(図表2-3)。 

 

図表２－３ 生産拡大を希望する県産農林水産物の有無 
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問６ 今後、県内での生産拡大を希望する農林水産物はありますか（〇は1つのみ）。 
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（４）生産拡大を希望する県産農林水産物が無い理由 

 

 

 

・問６で「ない」と回答した先に、その理由を尋ねたところ(複数回答)、「すでに十分使用し

ている」の回答割合が31.6％と最も高く、以下「価格が高い」(26.2％)、「価格と生産量が

不安定」(24.6％)、「生産量が少ない」（20.9％）などの順となった(図表2-4)。 

・なお、「その他」には「業務用の加工品が少ない」や「米以外は利用が難しい」などといった

回答があった。 

 

図表２－４ 生産拡大を希望する県産農林水産物が無い理由(複数回答) 
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（ ｎ＝187 ）
 

    
問８ 問６で「２.ない」とご回答した企業にお尋ねします。可能であれば、その理由について

ご回答ください（○は３つまで）。 
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３．商品開発・製造技術について 

（１）県内における食品加工設備のうち、対応可能な食品加工工程 

 

 

・県内における食品加工設備のうち、対応可能な食品加工工程を尋ねたところ(複数回答)、「袋

詰」の回答割合が32.9％と最も高く、以下「冷凍」(21.4％)、「カット」(20.4％)、「洗浄」

(20.1％)、「瓶詰」(17.1％)、「醗酵」(16.8％)などの順となった(図表3-1)。 

・なお、「その他」には「製粉」や「製麺」などといった回答があった。 
 

図表３－１ 県内における食品加工設備のうち、対応可能な食品加工工程(複数回答) 
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（ ｎ＝304 ）

 

   
問９ 貴社の新潟県内における食品加工設備のうち、対応可能な食品加工工程についてご回答く

ださい（〇はいくつでも）。 
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（２）商品開発や製造技術開発を専門に行う部署の有無 

 

 

・商品開発や製造技術開発を専門に行う部署の有無を尋ねたところ、「ある」の回答割合が

20.7％となった一方、「ない」が76.6％となった(図表3-2)。 

 

図表３－２ 商品開発や製造技術開発を専門に行う部署の有無 
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問10 貴社では、商品開発や製造技術開発を専門に行う部署がありますか（〇は１つのみ）。 
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（３）商品開発や製造技術開発における課題 

 

 

・商品開発や製造技術開発における課題について尋ねたところ(複数回答)、「技術者・研究者

の確保」の回答割合が 34.5％と最も高く、以下「研究に必要な新たな設備や施設の整備」

と「製造加工技術の向上や承継」(各 29.6％)、「十分な研究時間の確保」(20.7％)、「市場

動向の把握」(20.4％)、「十分な研究費の確保」(19.7％)などの順となった(図表3-3)。 

 

図表３－３ 商品開発や製造技術開発における課題(複数回答) 
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製造加工技術の向上や承継

十分な研究時間の確保

市場動向の把握

十分な研究費の確保

製品の特徴や伝え方

価格の設定

パッケージデザインの作成

大学や公的機関の研究員との交流

物流網の構築と帳合い

最新の研究成果の情報収集

知的財産の管理

共同研究の実施

その他

無回答

（ ｎ＝304 ）

 

   
問11 商品開発や製造技術開発における課題についてご回答ください（〇は３つまで）。 
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（４）商品開発や製造技術開発での自社以外の相手との意見交換の有無 

 

 

 

・商品開発や製造技術開発での自社以外の相手との意見交換の有無について尋ねたところ、

「ある」の回答割合が72.4％となった。一方、「ない」が25.7％となった(図表3-4)。 

 

図表３－４ 商品開発や製造技術開発での自社以外の相手との意見交換の有無 

72.4 

25.7 

2.0 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

あ
る

な
い

無
回
答（ ｎ＝304 ）

 

  

   
問12 貴社では、商品開発や製造技術開発について自社以外の相手と意見交換をすることはあり

ますか（〇は１つのみ）。 
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（５）商品開発や製造技術開発での意見交換の相手 

 

 

 

・問 12 で「ある」と回答した先に、意見交換を行う相手について尋ねたところ(複数回答)、

「取引先バイヤー」(55.5％)と「同業他企業・団体」(51.4％)の回答割合がともに５割を

超え、特に高くなっている(図表 3-5)。以下「大学や公的機関の研究員」(22.7％)、「各分

野の先進企業」(14.1％)などの順となった。 

・なお、「その他」には「原材料の仕入先やメーカー」や「親会社」「関連会社」などといっ

た回答があった。 

 

図表３－５ 商品開発や製造技術開発での意見交換の相手(複数回答) 
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一般消費者

行政

その他

無回答

（ ｎ＝220 ）
 

   
問13 問12で「1.ある」とご回答した企業にお尋ねします。意見交換を行う相手はどのような

方ですか（〇はいくつでも）。 
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（６）新潟県農業総合研究所食品研究センターの利用の有無 

 

 

 

・新潟県農業総合研究所食品研究センターの利用の有無について尋ねたところ、「ある」の回

答割合が33.6％となった一方、「ない」が65.5％となった(図表3-6)。 

 

図表３－６ 新潟県農業総合研究所食品研究センターの利用の有無 
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問14 貴社では、技術相談や共同研究などで「新潟県農業総合研究所食品研究センター」（加茂

市）を利用したことはありますか（〇は１つのみ）。 
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（７）新潟県農業総合研究所食品研究センターへの相談意向 

 

 

 

 

・新潟県農業総合研究所食品研究センターへの相談意向について尋ねたところ、「わからない」

の回答割合が48.4％と最も高く、以下「相談してみたい」(27.0％)、「相談の必要はない」

(13.2％)、「現在、相談中」(9.2％)の順となった(図表3-7)。 

 

図表３－７ 新潟県農業総合研究所食品研究センターへの相談意向 
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問15 貴社では、商品開発や製造技術開発に関する課題について、新潟県農業総合研究所食品研

究センターへ相談してみたいと思いますか（技術相談は無料で行っています）（〇は１つ

のみ）。 
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４．関心事や意見などについて 

（１）関心事や意見 

 

 

・関心事や意見について自由回答形式で尋ねたところ、「県産農林水産物のブランド化・新商

品開発」や「県産農林水産物のＰＲ」「原材料の調達先の確保・育成」に関する意見が多く

みられた(図表4-1)。このほか、「県施設の利用状況」や「輸出に関する情報」「県産農林水

産物の情報」「販路拡大への支援」などに関する意見も複数みられた。 

・具体的な回答は以下のとおり 

 

図表４－１ 関心事や意見 ① 

分類 関心事や意見 主な製造品目

県産農林水産物のブラ
ンド化・新商品開発

新しい特産品への取組 漬物

県産農林水産物のブラ
ンド化・新商品開発

「新潟＝お米」のイメージだけだから脱してほしい 漬物

県産農林水産物のブラ
ンド化・新商品開発

美味しい米粉パンの開発。小麦粉に優る美味しさの追求 菓子

県産農林水産物のブラ
ンド化・新商品開発

県農産品のより一層のブランド化 菓子

県産農林水産物のブラ
ンド化・新商品開発

県産ブランド商材を開発してほしい 菓子

県産農林水産物のブラ
ンド化・新商品開発

県外に通じる農産品が少ない 水産加工品

県産農林水産物のブラ
ンド化・新商品開発

県内をいくつかのブロックに分け、それぞれ異るものを生産し、「次はこれ。次はこれ」と市場に出品したらどうか。と
にかく衣食住の移り変わりが早く、一般的には零細工場は追いつけない

めん

県産農林水産物のブラ
ンド化・新商品開発

越後みその高級ブランディング 味噌・醤油

県産農林水産物のブラ
ンド化・新商品開発

県の醗酵食品の一層の探究と、醗酵食品の新しい商品の普及開発 味噌・醤油

県産農林水産物のブラ
ンド化・新商品開発

県内各地の特徴を特産品の生産、販売、加工に特化して、新たな商品作りに役立たせてはどうか。チコリと言うキク
科の野菜栽培を地域で行って、新芽から根まで有効活用する事によって、その地域の他にはない特徴が出せると思
います。チコリの効果は、健康維持にも関連して来る可能性を秘めたおもしろい野菜です

乳製品

県産農林水産物のブラ
ンド化・新商品開発

新潟県産品のブランド力がますます高まり、より付加価値のある商品を製造・販売していきたい 酒類

県産農林水産物のＰＲ
新潟ブランドと言われる農産物（例えば、えちご姫・ルレクチェ・黒埼茶豆）は、まだまだ知名度が低く、県外では全くと
言って良い程知られていない。山形の「ラ・フランス」「だだ茶豆」位のレベルに引き上げる仕組みを作って欲しい。
「米」だけは、さすが有名です

米菓

県産農林水産物のＰＲ

１、「新潟アグロインダストリー構想」の実現（元・県食品研究所長斎藤昭三先生）
２、首都圏に向けての新潟県および新潟県農産物ＰＲ徹底
３、ル・レクチェ、枝豆等、加工用規格農産物増産による食品産業界側面支援
４、出荷額に連動した新潟県農業総合研究所食品研究センター予算の戦略的増額

菓子

県産農林水産物のＰＲ
観光客向けの施設（ふるさと村を含まず）を新しく作る（集客の為の施設）。色んな施設等で県産食材の調理実演や
試食、販売をする

水産加工品

県産農林水産物のＰＲ 観光客向けの施設や、料理店等で県産食材の実演や試食を拡充し、認知度の向上を計る 水産加工品

県産農林水産物のＰＲ 水質のアピール めん

県産農林水産物のＰＲ
海外見本市に出展した時に感じたのは、新潟県の知名度が低い事。優位性を持たせる為に、個人・企業ではできな
い部分のＰＲを自治体が担って欲しい

食肉加工品

 
問16 県では、県産の食品及び農産品の認知度やイメージ向上のため、食品産業振興の取組強化

を検討しています。皆さまの関心事やご意見をお聞かせください。 
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図表４－１ 関心事や意見 ② 

分類 関心事や意見 主な製造品目

県産農林水産物のＰＲ
食環境の良さをＰＲして、新潟県内で幼児から高校生くらいまでの子育て世帯を呼びこめるような施策がほしい。乳幼
児連れの親の公共交通フリーパスや、県内で使える米、野菜、魚の金券配布など

酒類

県産農林水産物のＰＲ
清酒業界も大変厳しい時代となっております。いかに新潟の酒を売りこんでいくか課題と思っております（若者など）。
今の酒のイメージを打破するにはどうしたらよいか、ご意見を聞きたいと思います（異業種の方たちの酒のイメージを
聞いてみたい)

酒類

県産農林水産物のＰＲ 県産食品を他県（特に首都圏）に認知してもらう手段がもっとあれば良いのだが、原宿だけでなく広めていただきたい その他（パン酵母）

県産農林水産物のＰＲ 製品（お茶等）のＰＲの機会をお願いします その他（健康茶）

原材料の調達先の確
保・育成

新規需要米の安定確保、品質（品種の選定、農家サイドの作りやすいものだけではなく）の良い原料米の作付けをお
願いしたいです

製粉・精麦

原材料の調達先の確
保・育成

県産品をもっと使いたいと思うが、果実でも野菜でもそれを加工（ペーストやジャム）してくれる業者が少ない 菓子

原材料の調達先の確
保・育成

原材料、食材としての質は高いが加工品、製品の原料として使用できるものが手に入らない（簡単な加工がされてい
るもの）

水産加工品

原材料の調達先の確
保・育成

みその原材料である米、大豆、みそ漬の野菜（大根,きゅうり,なす他）を地元産を使用してきていますが、生産者が高
齢等の理由で希望数量の確保が困難となり、新潟県産を維持できない。しかし、維持したい

味噌・醤油

原材料の調達先の確
保・育成

農家という呼称を農産物製造業者としては如何でしょうか。良い農産物はあるが、仕入れルートが偏っている。選択
肢が欲しい

食肉加工品

原材料の調達先の確
保・育成

県産の食材で年間安定して利用できる加工品が欲しい。人手不足もあり、自社加工が困難な状況になっているため その他（弁当）

原材料の調達先の確
保・育成

県産の農作物を利用した商品を作る際に、ペースト等の加工品を作る業者が少なく、使いづらい その他（あん）

原材料の調達先の確
保・育成

当社では県産物を取り入れた駅弁を常に考えています。価格が高かったり、生産量が不安定なため使用できないの
が残念です

その他（駅弁製造）

原材料の調達先の確
保・育成

農産物に関して、一年中、安定した価格と供給できる農産物が発展することに期待する（米以外） その他（冷凍食品）

県施設の利用状況 食品研究センターが加茂で遠く利用しにくい。上越地方にも分センターを設けてほしい 製粉・精麦

県施設の利用状況
私事、大学卒業、食品研究センターの前身である「新潟県食品研究所」の醸造研究室で半年間勉強させていただき
ました。当時から「米粉」等の研究開発を進められていられ、すばらしいと思っております。今後とも、よろしくお願い致
します

味噌・醤油

県施設の利用状況 新潟県農業総合研究所食品研究センターを利用させてもらっています。助かります 豆腐

県施設の利用状況
個々の企業より県酒造組合を通じて国内、海外事情に対応しているので、引き続き、色んな面でご指導、ご支援をた
まわりたい

酒類

県施設の利用状況 新潟県醸造試験場に、お酒の分析、相談等で日頃からお世話になっており、感謝しております 酒類

県施設の利用状況
農産加工については単独でも、また漬物組合を通じ、都度、相談させていただいております。昨年より海産物加工も
始めました。今後、相談に行くつもりです

その他（惣菜）

輸出に関する情報 今後、国内だけでなく、海外向けの発信に必要な情報を（特に食品輸出基準は相手によって変わるので）知りたい 菓子

輸出に関する情報 中国向け輸出解禁について 酒類

輸出に関する情報 東京や神戸からではなく、新潟の港から輸出したい 酒類

輸出に関する情報 輸出関係の情報がほしい 酒類

県産農林水産物の情報 県産水産加工品の内容（種類、数量、価格、時期）などを明確に知りたい 水産加工品

県産農林水産物の情報 県産農産物の情報。地域ごとの特産品に関する情報（ブランド化できそうなもの） 水産加工品

県産農林水産物の情報
当社の加工技術を生かし、地元産農産品の加工、製品化、また当社が持つ販路への展開を進めていますので、今
後の関連情報があれば期待します

その他（豆類加工品）
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図表４－１ 関心事や意見 ③ 

分類 関心事や意見 主な製造品目

販路拡大への支援 地域の原材料にこだわった商品開発をしてます。こだわり（新潟に）の商品を販売する販路を知りたいです めん

販路拡大への支援 県内だけでなく、県外（又は海外）からの需要増加があれば、販路拡大にも繋がるものと思います その他（調味料）

販路拡大への支援 一零細企業では難しい技術や販路拡大について、一層の支援をお願いしたい 味噌・醤油

その他
小、中学校の給食の主食を１００％米飯にしたらいい。将来のユーザを育てる為にも子供の頃から県産のお米を食
べてもらう

パン

その他 当社では鶏卵及び牛乳が県内産の使用が主 菓子

その他 小ロット生産に対応できない。原材料の値上げ分を価格に転嫁できない 味噌・醤油

その他
豆腐、油揚、ドーナツ等の専門工場なので、幅広く商品開発ができませんが健康の為になることなら取り組んで行き
たい

豆腐

その他
専門的知識を取得した方のみでしか業種に参加できないため、より多くの方より参加してほしい。一般の方の参加を
御願いしたい

乳製品

その他 醗酵技術を応用した食品の製造や、衛生管理方法について向上していきたいので情報がほしい 乳製品

その他 「新潟の醗酵食研究会」に参加して、活動を始めました 酒類

その他 現状で、良いと思います 酒類

その他 巻商工会の特産物開発（ＭＡＫＩｎｏ）ブランドに参加している その他（こんにゃく）



 

20 

（２）県が実施するセミナーやイベントなどの情報提供の可否 

 

 

 

・県が実施するセミナーやイベントなどの情報提供の可否について尋ねたところ、「はい」の

回答割合が74.0％となった一方、「いいえ」が22.0％となった(図表4-2)。 

 

図表４－２ 県が実施するセミナーやイベントなどの情報提供の可否 
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問17 今後、県が実施する食品産業関連のセミナーやイベントなどの情報を貴社へご提供させて

いただいてもよろしいですか（〇は１つのみ）。 
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Ⅲ 調査票 
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